
別紙様式５

令和７年農林水産大臣と在京外
国公館員等との懇談会開催業
務

支出負担行為担当官　農林水産省大
臣官房参事官（経理）　牛田正克

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年2月3日
株式会社ＪＴＢコミュニケーションデ
ザイン
法人番号2010701023536

東京都港区芝３丁目
２３番１号

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- 14,999,450 14,999,450 100.0% - - - 2 0 - -

鍵管理装置機器鍵札ユニットの
修理業務

支出負担行為担当官　農林水産省大
臣官房参事官（経理）　牛田正克

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年2月3日
株式会社クマヒラ
法人番号1010001108872

東京都中央区日本橋
室町２丁目１番１号

会計法第29条
の3第4項（特定
情報）

鍵札ユニットは、クマヒラ製であり、クマ
ヒラ独自の設計と技術仕様に基づいて
製造されており、正確かつ安全に修理・
交換を行うためには、専門的な知識と

技術が不可欠であり、クマヒラ以外が修
理・交換を行った場合、その後の当該

機器の保守が出来なくなるため。

- 1,980,000 - - - - - - - -

令和６年度農業支援サービス事
業の利用による資材利用コスト
低減事例等調査委
託事業

支出負担行為担当官農林水産省大臣
官房参事官（経理）　牛田　正克

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年2月3日
株式会社日本総合研究所
法人番号4010701026082

東京都品川区東五反
田２丁目１８番１号

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- - 7,256,000 - - - - 3 0 - -

令和６年度水産資源調査・評価
緊急推進委託事業

支出負担行為担当官　水産庁長官
森　健

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年2月3日

水産資源調査・評価緊急推進委託
事業共同実施機関
（代表機関 国立研究開発法人水産
研究・教育機構）
法人番号1020005004051

神奈川県横浜市神奈
川区新浦島町１－１
－２５ GRC横浜ベイ
リサーチパーク６階

会計法第29条
の3第4項（特定
情報）

水産資源調査・評価推進委託事業共同
実施機関は、国立研究開発法人水産
研究・教育機構を中核とし、都道府県

（水産試験場）、大学、民間団体で構成
されており、資源調査、データ解析、資
源評価に対応できる専門家が多数在籍
しており、本委託事業を実施するために
設立された機関で委託事業を遂行でき

る唯一の機関となるため。

- 390,000,000 - - - - - - - -

令和６年度農林水産本省入退
館管理システムサーバー切替等
業務

支出負担行為担当官　農林水産省大
臣官房参事官（経理）　牛田正克

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年2月13日
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ
株式会社
法人番号7010001064648

東京都千代田区大手
町２丁目３番１号

会計法第29条
の3第4項（特定
情報）

セキュリティ上のリスクから、入退館シ
ステムの詳細を公開できないため。など

- 7,579,000 - - - - - - - -

令和６年度及び令和７年度２０２
５年国際博覧会政府出展委託
事業（いぐさ関係展示）

支出負担行為担当官農林水産省大臣
官房参事官（経理）　牛田　正克

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年2月13日
八代地域農業協同組合
法人番号2330005005868

熊本県八代市西片町
１５２５番地１

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- 6,788,090 6,788,090 100.0% - - - 1 0 - -

（白鷲丸）長距離音響発生装置
システム修理業務

支出負担行為担当官　水産庁長官
森　健

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年2月17日
山甚物産株式会社
法人番号7210001012058

東京都千代田区神田
小川町1-1

会計法第29条
の3第4項（特定
情報）

日本国内において実施可能な業者が一
に限定され競争を許さないため。

- 4,950,000 - - - - - - - -

令和６年度及び令和７年度２０２
５年国際博覧会政府出展委託
事業（茶関係展示）

支出負担行為担当官農林水産省大臣
官房参事官（経理）　牛田　正克

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年2月25日

万博出展委託事業（茶関係展示）コ
ンソーシアム代表者　公益社団法人
日本茶業中央会
法人番号6010405001082

東京都港区東新橋２
丁目８番５号

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- 12,991,000 12,991,000 100.0% 公社 国認定 - 2 0 - -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

提案者の
数

特別な競争参加資格
（※提案者の数が１
の場合の記載事項）

備　　考

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

予定価格 契約金額

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

競争性のない随意契約によらざるを得
ない理由

名称 所在地 商号又は名称 住所

落札率物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約による
こととした会計
法令の根拠条
文（企画競争
等）


